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１．事業略歴・小社工法の歩み 
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事業略歴 

 平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災に伴って発生した福島第一原子力発電所の事故によ

り、福島県を中心とした地域に放射性物質が拡散、広範囲における放射能汚染が問題となっ

ております。 

 特に農業・漁業をはじめとする第一次産業への打撃は深刻で、水質・土質の汚染は、産業

復興の根幹となるべき営農の再開にとって非常に大きな障害となっております。 

 中でも農業用ため池については、汚染されてしまうと日常的な手入れである土砂上げや

清掃にも放射性物質対策が必要となり、通常は農家や水利権者の方々自身で行っているた

め池の維持管理自体が困難となってしまいました。 

また、国や自治体が除染業務としてため池の除染を行うにも、除染の対象となる汚染され

た土が水底に存在すること、山深いため池には重機の進入が困難な狭隘・脆弱な地形が多い

こと、除去した泥や水の処理など、宅地や道路の除染とは全く異なる環境による課題が山積

しておりました。 

そこで平成 24 年度より、農林水産省主導のもと「ため池等汚染拡散防止実証事業（以下

「実証事業」）」が立ち上げられ、様々な技術の実証試験が行われることとなりました。弊社

代表取締役・松原岩夫はその先駆けとして第 1 号の実証事業から参加し、早稲田大学や JFE

環境株式会社（現 J&T 環境株式会社）との技術協力や地元企業様との連携のもと、ため池

の放射性物質対策技術を開発・改良、計 14 か所の池にて実証を行ってまいりました。 
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平成 27 年度以降は、本事業化を見据えた取り組みとして、地元企業様を元請とした事

業形態に切り替え、平成 27 年度末には本事業として川俣町・広野町のため池を施工させ

て頂きました。 

平成 28 年度に入り、県内での事業をより円滑に進めるため、福島県相馬市において松

蔵技建株式会社（代表取締役：松原岩夫）を設立、ため池の放射性物質対策業務を継承致

しました。以降同社ではこれまでの施工実績を経て改良を重ねた施工設備を増台し、平成

28 年 6 月時点で 11 セットの設備を保有、県内各ため池の現場にて稼働させ、目標として

定めた「平成 28 年度内に 20 か所の施工完了」を達成致しました。 

また平成 29 年度より、本工法の特長「浚渫-分級-脱水」の分業工程であることを有効

活用し、十分な施工用地が確保可能なため池に対しては、弊社浚渫設備を複数台投入した

上でフィルタプレス脱水機による大規模な脱水を行うことにより、施工能力を大幅に向

上させる工法も確立しています（福島県浜通りにおいて、29,676 ㎡を 7 ヶ月にて施工完

了）。 
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平成 30年度には機材を施工業者様へ貸与して松蔵技建にて技術指導を行うという新た

な事業形態も軌道に乗り始め、令和元年度には通算 200 ヶ所のため池の施工を完了致し

ました。幾多の施工を通じて培って参りました工法の改良と創意工夫により、本工法のた

め池浚渫工事における実績と信頼は確たるものとなっていると自負しております。 

昨今は県内農業用ため池の放射性物質除去のみならず、県外メガソーラー施設の排水

沈砂池や、浄水場に付随する沈砂池内の堆積土除去も手掛けるに至り、本工法及び設備の

汎用性・柔軟性を活用した新たなる事業展開も期待されております。 
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２．工法概要（剥離洗浄工法） 
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ため池・湖沼底泥の除去 

～池沼における放射性物質対策の概要～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため池 断面イメージ 

池底の表面：泥を吸い上げる部分 

放射性物質濃度の高い（8,000Bq/kg 超）、 

池底・沼底表面の底質土を除去する。 

水底の泥をかき混ぜたり広げたりせず、 

泥のついた石や砂と一緒に、池から吸い上げる。 

剥離洗浄工法 
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剥離洗浄工法・設備イメージ ① 底泥の浚渫 ～ ③ 分級処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  底泥の浚渫 

水上に浮かべた台船から、底泥の表面を吸い上げる。底泥表面の撹拌・拡散を抑えて施工する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 底泥の浚渫 ③ 分級処理 

⑤ 脱水処理 
② 剥離洗浄 

④ 凝集処理 

⑥ 処理水の放流 

 

台船は完全に浮いた状態で、底に触れるのは

吸引装置の先端部だけなので、 

池底の泥をかき混ぜたり広げたりしません。 

走行装置 

作業台船 

浮泥 

浚渫吸引装置 

汚染土（8,000Bq/kg 超） 底質土壌（8,000Bq/kg 以下） 
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②  剥離洗浄工程 

吸い上げた底泥を高圧水流で加速し、エジェクターに圧送する。エジェクターを通過する際に粒径の大

きい砂礫（砂や小石）は激しい衝突を起こし、砂礫に付着した泥が分離する。 

 

 

エジェクター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 分級工程 

② 剥離洗浄工程から送られた砂礫と濁水を、ふるい機で分級する。 

  砂礫：② 剥離洗浄工程で、泥が洗い落とされている。 

    →  放射能濃度：8,000Bq/kg以下  

 濁水：底泥中の大半のセシウムが吸着したシルト粘土を含む 

    →  放射能濃度：8,000Bq/kg超  → ④ 凝集沈殿工程へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エジェクター自体は小型でスペースを取りません。この中で吸

い上げた泥水が激しくかき混ぜられ、小石や砂などに付着した泥

を落としていきます。 

 

分級機 

 

分級された砂の様子。放射能濃度が低くなってい

ます（過去実績：100～3,000Bq/kg程度） 

 

小石や砂を含む泥水が勢いよく流れ、 

この部分に激しく衝突する。 

高圧水流 

砂礫（小石や砂）と濁水（泥

水）に分離した状態。 

→ ③ 分級工程へ 

 

① 底泥の浚渫で 

吸い上げられた底泥 
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剥離洗浄工法・設備イメージ ④ 凝集処理 ～ ⑥ 処理水の放流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 凝集沈殿工程 

③ 分級工程から送られた濁水に凝集剤を添加し、水と泥を分離する。 

沈殿濃縮した泥 → ⑤ 脱水工程へ。 

上澄みの水     → ⑥ 処理水の放流へ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 底泥の浚渫 ③ 分級処理 

⑤ 脱水処理 

② 剥離洗浄 

④ 凝集処理 

⑥ 処理水の放流 

水処理器（③ 分級工程から送られた濁水に凝集剤を添加してかき混ぜる） 

 

濁水は凝集剤を添加すること

で、透明な上澄み水と、濃縮さ

れた泥に分離されます。 
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⑤ 脱水工程（膜式真空脱水装置） 

④ 凝集沈殿工程から送られた濃縮泥の中に、ろ布をとりつけたドレーン管を沈め、水を吸引・脱水す

る。ろ布に凝集した泥が張り付いて、乾燥させるとケーキ状になる。ドレーンから吸い上げた水は⑥ 処

理水の放流へ。 

 

① ろ布を濁水を入れた水槽に設置 

② ろ布から水を真空吸引 

③ ろ布にケーキが形成される 

④ ろ布を水槽から引き揚げ、気中で乾燥させる 

⑤ 吸引とは逆に送気することで、ろ布からケーキを落とす 

 

 

 

 

 

①水槽に設置      ②真空吸引    ③ケーキ形成     ④気中乾燥        ⑤ケーキ回収 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 処理水の放流 

④、⑤の工程で発生した水は、検体を採取し放射能測定を行います。 

また、毎日濁度を確認した上で池に戻します。 

 

 

 

② 真空吸引の様子 

 

③ 気中乾燥の様子 ⑤ ケーキ回収の様子 

付着したケーキ 
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３．新たな工法への取り組み 
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数多くのため池を剥離洗浄工法で施工させて頂いた中で、浚渫工事の障害となる水草（葦

や菱など）の除去対応や、対策範囲が渇水状態になっているため池、トラック・重機による

資機材の搬入が不可能なため池など、従来の工法では施工困難な事例に遭遇することが

多々ありました。 

それら施工条件や施工障害に対応するため、小社では新規設備機械の導入や施工管理技

術の向上を図り、新たな工法への取り組みを進めております。 
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【バキュームポンプ・バキューム車の活用】 

ため池水面と堤体の高低差が大きい場合、従来のエジェクターを用いた浚渫濁水の圧

送では対応できない現場において、大型バキュームポンプを使用し、高揚程においても浚

渫可能な設備を導入致しました。 

また、ため池近傍に浚渫濁水処理設備を配置するプラントヤードの設置が困難な現場

において、バキューム車により浚渫濁水を運搬処理する工法も確立しています。 

浚渫台船－浚渫用ポンプ―水処理設備－固形分処理設備と、各機械設備が独立してい

ることから、このような柔軟な機器導入による施工改善を行うことができます。 
 

バキュームポンプ（写真上）とバキューム車（写真下）  
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【泥上掘削機】 

ため池等放射性物質対策マニュアルにおいて、渇水状態のため池の底質除去ついては、バ

ックホウによる掘削除去工法が紹介されておりますが、ため池内の条件（特に、ため池内に

おいて渇水部分と水を湛えた部分が混在する場合の水際）によっては、バックホウの進入に

必要な地耐力が確保できない場合が多くあります。 

小社保有の泥上掘削機は通常のバックホウでは進入が困難な軟弱な地盤においても施工

が可能で、ため池内の掘削除去において施工実績を積み重ねています。 
 

 泥上機による掘削の様子（郡山市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

    測量機による出来形管理 
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【河床の土砂等堆積物の除去】 

前項のため池放射性物質対策における泥上機の活用経験を活かし、福島県外において河

床整理や河口付近に堆積した土砂等を掘削除去する工事も手掛けております。 
 

泥上機による河床整理（神奈川県藤沢市）※ＱＲコードは youtube動画へのリンク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   泥上機による河床堆積物除去（岡山県倉敷市）※ＱＲコードは youtube動画へのリンク 
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【水上掘削台船】 

ため池の底質土浚渫工事において、水草（主に葦などの根）は大きな障害となります。

これを除去するためには重機による伐根除去が必要となりますが、通常のバックホウ等で

除去する場合にはため池を落水する必要があったり、対策範囲の汚染土をかき乱してしま

ったりするなどの問題がありました。 

また、陸上からロングアームバックホウを使用する場合でも、大規模なため池の中央部

分に島状に群生している水草の除去は困難であり、対策が課題となっています。 

これらを解決するため小社では水上掘削台船を開発し、ため池に水が張った状態で底質

をかき乱すことなく、対象となる水草の伐根除去を行うことを可能にしました。今後、底質

が目視できる浅いため池における水上からの底質直接掘削など、さらなる応用が期待され

ています。 
 

水上掘削台船 
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【ポータブルフロート台船】 

狭隘な進入路の先にあるため池や、重機やトラックでの資機材搬入が困難なほど進入路

及び周囲の地盤が軟弱であるため池における施工を可能にするため、台船及び台船上設備

を人力で運搬可能なサイズにまで分割できる台船を開発致しました。 

台船から濁水処理設備へはポンプリレーによる濁水の圧送が可能であるため、圧送可能

な範囲に濁水処理設備を設置できれば、通常通りの施工が可能となります。 

 

フロート本体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圧送配置例（南相馬市） 
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【湖沼水質保全のための技術の応用】 

 この技術は浚渫の準備としての水草の除去だけでなく、湖沼水質保全のための水生植物

除去等への応用も視野に入れております。 

 特にため池等農業水利施設において、大量発生した外来水生植物による農業用用排水路

の通水障害や、取水口・除塵機を詰まらせるなどの被害が出ており、ため池や農業用水路の

維持管理作業などに影響を及ぼしており、対策が必要とされています。 

（参考：「外来植物の早期発見と防除―農業用用排水路等における外来植物対策―」）。 

 

外来水生植物被害の例 

静水域に侵入した場合、水面を覆うように繁茂し、遮光による植物プランクトンなどの光

合成の抑制や水面からの酸素供給の抑制(貧酸素化)などにより、水生生物の生息環境を悪

化させる。河川や水路などで繁茂すると、流された植物体が水門などの施設に堆積し、施設

の操作(ゲートの開閉など)を妨げる。繁茂したホテイアオイやボタンウキクサが冬季に 1度

に枯死して腐敗すると、水質の悪化を引き起こす。 

（参考：「河川における外来植物対策の手引き」国土交通省） 

 

水面を埋め尽くすボタンウキクサ（Σ64, CC BY 3.0, via Wikimedia Commons） 
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【浮遊物・ゴミ等の除去】 

 ため池の中でも工業用水調整池や遊水池等は、農地や山間部にある農業用水池と異なり

生活圏に近いことから、プラスチック・空き缶等のゴミが浮遊したり沈んだりしていること

が多く、管理上の障害となることが多々あります。 

またそれらため池は広く浅く平坦に作られているものが多く、大型重機による陸上から

の除去作業や大型の台船による除去作業は困難である場合があります。 

本技術は喫水が浅く小回りの利く小型台船を使用しますので、池中央部から周縁部まで

ゴミ等浮遊物の除去作業が可能です。 
 

池内浮遊物除去作業 
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【漂流軽石回収事業への技術提案】 

 令和 3 年 8 月に発生した海底火山「福徳岡ノ場(ふくとくおかのば)」の噴火により、令和

3 年 10 月末には鹿児島県及び沖縄県の複数の港湾・漁港において軽石の漂流・漂着が確認

されました。これにより離島航路や漁船等の船舶の航行が困難となるなど、人流、物流への

支障も発生しています（参考：国土交通省『漂流軽石回収技術検討ワーキンググループにつ

いて』）。 

これを受けて、大規模浚渫船による遠洋での浚渫や海岸からの重機浚渫に代わる、大型の

浚渫船では施工できず、重機の乗り入れが困難である砂浜や遠浅の湾内における軽石回収

の技術提案として、小社の小型台船を活用した浚渫吸引技術の提案を行いました。 

浮遊堆積している軽石を浚渫吸引し、篩式分級機による軽石と海水の分離までを一連の

工程として行える設備であるという部分で高評価を頂きました。 
 

浚渫台船装置と吸引口 ※ＱＲコードは youtube 動画へのリンク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分級脱水装置と分級物 ※ＱＲコードは youtube 動画へのリンク 
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４．施工事例集 
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狭隘地搬入事例 

（福島県浪江町） 

浚渫台船含め設備機械を分割可能な工法なので、山間・農

村部の進入路が狭隘なため池においても施工可能です。 

最小幅員：２.０ｍ（２ｔトラックが進入可能） 
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山間部機材設置事例 

（福島県浪江町） 

堤体設備において、分級・凝集沈殿・脱水処理等の各

設備が独立しているため、配線・配管の確保が可能な距

離であれば、狭隘な地形や飛び地であっても自由度の高

いレイアウトが可能です。 
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施工設備機材配置例 

（福島県浪江町） 
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施工設備機材配置例 

（福島県伊達市） 
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脱水・安定処理設備 
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（２連結） 

凝集沈殿槽 

バックホウ台船 

（水草等の除去） 

分級機 

水処理装置 
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５．対策範囲施工管理例 
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南相馬市 Ｊ池（剥離洗浄工法・対策面積：29,676㎡） 
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南相馬市 Ｎ池（剥離洗浄工法・対策面積：18,912㎡） 
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南相馬市 Ｔ池（掘削除去工法・対策面積：31,786㎡） 
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南相馬市 Ｏ池（掘削除去工法・対策面積：10,358㎡） 
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郡山市 Ｍ池（剥離洗浄工法・対策面積：4,958㎡+掘削除去工法・対策面積：360㎡） 
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（参考１） 

過年度実績略年表 
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＜過年度実績略年表（平成 24～平成 28年度）＞ 
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＜過年度実績略年表（平成 29年度）＞ 
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＜過年度実績略年表（平成 30年度）＞ 
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＜過年度実績略年表（平成 31年・令和元年度）＞ 
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＜過年度実績略年表（令和２年度）＞ 
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＜過年度実績略年表（令和３年度）＞ 
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（参考２） 

放射能管理資料 
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放射能対策基準について 

前述の通り小社は、農林水産省が平成 24年度から「ため池等汚染拡散防止実証事業（以

下実証事業）」を立ち上げて技術実証を開始し、弊社はその先駆けとして第 1号の実証事業

から参加させて頂いております（参考：別添資料・農業土木施設の放射線対策に至るまでの

経緯と現状について「原子力災害で起こったこと」村松秀則氏（※１））。 

ため池等水利施設や湖・沼の除染は、チェルノブイリ原発事故をはじめ、海外の原子力災

害を見てもほぼ前例がない中、実証を進めていく過程で底質土壌の放射能濃度と水中の放

射線量の関係を分析し、工法の有効性を確認するための基準として水中放射線量（単位：μ

Sv/h）を十分に低減させる（※２）ことを管理上の目標として設定し、実証事業において目標

を達成して参りました。 

平成 27年度以降の本事業において、水中の放射線量が十分に低減しているにもかかわら

ず、放射能濃度が十分に下がらないというケースがあったため（※３）、現在は試験施工を行

い、池底の放射線量と底質放射能濃度の関係を池毎に再確認し、目標値を定めるという管理

方法に切り替えております。 

また、放射能濃度の低減という目標達成を確実に管理するため、通常は外部機関に委託す

る放射能測定を、簡易測定器（※４）を用いて現場で行うことによって、確実に底泥の放射能

を下げる施工管理体制を確立しています。 

 

※１ 農業農村工学会東北支部研究発表会講演要旨集 巻：56th ページ：138-141 

※２ 底質土壌の放射能濃度を 8,000Bq/kg 以下にするための管理指標。放射能の検体分析には時間とコストが

かかるため、現場で測定可能な管理指標として設定致しました。放射能濃度 8,000Bq/kg 以下という目標

値は、「放射性物質汚染対処特措法」に基づくガイドラインにより、周辺環境に影響を与えない放射能濃度

として示された値です。 

※３ 通常ため池の放射性物質は底質表面の泥の部分に吸着され、表層ほど高濃度となっていますが、流入す

る河川の増水等により池底の底泥が大きく撹拌されたり、池底の形状により泥が堆積しやすい部分があっ

たりすると、局所的に深層部分にも高濃度の放射性物質が混ざっている場合が確認されました。本工法で

は施工深度を調節することで深層部分の除去も可能です。 

※４ 簡易測定は、底泥の検体を外部放射線遮蔽用の鉛の箱や注水した水槽に収め、検体からの放射線を計測

し、サンプルに含まれる水分等から放射能濃度を予測するという方法を採用しています。 

 

 参考・検体採取方法模式図 
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ため池等放射性物質対策における 

放射線量管理実績（放射線分布マップ） 
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背戸池（鏡石町）施工前後線量分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

[単位：μSv/h] 
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松沢下池（川俣町）施工前後線量分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

[単位：μSv/h] 
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（参考３） 

福島県ため池放射性物質対策参考研究 
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I. は じ め に

福島県内におけるため池などの農業水利施設におい

ては，広範囲で放射性物質を含む堆積土砂が確認され

ており，放射性物質の拡散を防止する対策技術を早急

に確立する必要がある。

対策工法の実証例として，今春の用水開始前に県北

管内 2 カ所で実施した「底質土の分級減容化除去工

法」について紹介するものである。

II. 実施したため池の概要

本宮市にある東笹田池（堤高 2.5m，堤長 46.5 m，

満水面積 0.2 ha）は，平成 24 年度に東北農政局が実

施したモニタリング調査で水中セシウム（Cs）濃度

13.5 Bq/L，底質土Cs 濃度 170,000 Bq/kg と高濃度

の放射性物質が確認されている。比較対象としたもう

1つ大玉村の鐙ケ池（堤高7.0m，堤長72.0 m，満水

面積0.2 ha）は，同じく東北農政局モニタリング調査

で底質土Cs 濃度 54,000 Bq/kg が確認されている。

III. 分級減容化除去工法

1. 分級減容化除去工法

堆積したヘドロ部分の粘土分に高濃度の放射性Cs

が付着していることから，汚染土壌を土粒子の粒径ご

とに分級処理し，細粒分については凝集沈殿処理によ

り固液分離し，Cs を分離除去する工法である。粗粒

分は現場での再利用が可能である。また，処理水は浄

化装置により基準値以下にし排水する。汚染された土

壌のすき取りから分級・洗浄までをオンサイトで完結

する，コンパクトで環境配慮型のシステムである。

2. 施工フロー

事前のコアサンプリングの分析では，ため池底質土

の深度 5 cm および 10 cm に汚染が集中し，15 cm 以

下では大幅に線量が低下していた。このため，底質表

層部のヘドロ層を浚渫対象とした。

作業台船上からジェットポンプにより，ため池底の

汚染土壌を浚渫し，エジェクターにより剥離洗浄，こ

れを湿式振動分級処理，沈降分離処理を経て，5mm，

0.5 mm，0.2 mm と粒径別に分級する。さらに 0.2

mm以下は凝集剤を添加，凝集撹拌処理を行い，沈殿

水と上澄み水に分離し，沈殿物は脱水装置により脱水

ケーキとして分離する。上澄み水および脱水濾過水

は，浄化処理を行い，基準値以下にしてため池内に排

水する。

3. 施工システム

施工システムは，ため池上に汚泥吸上作業用の台

船，ため池堤体上にジェットポンプ，分級処理装置，

中継槽，凝集撹拌処理装置，凝集沈殿槽，脱水機，水

浄化装置で編成される。さらに，発電機，コンプレッ

サーなどの補機類が組み合わされる。

幅 3m×長さ 40m ほどの資機材スペースを必要と

するが，一般的なため池の堤体上で十分作業可能なシ

ステムで構成される（写真-1）。

IV. 除染効果の検証

1. 東笹田池

施工実績は砂礫部 828m2，ヘドロ部 216m2の計

1,044 m2，また，施工不可能箇所を除く未実施部が

558m2となった。

浚渫前後の池底線量率（μSv/h）で見ると，左岸上

流の砂礫部で浚渫前の最高値 2.56 が浚渫後 1.21 に，

堤体中央取水口前のヘドロ部（U22）で浚渫前の最高

値 9.75 が浚渫後 0.65 へと，おおむね目標とする

1.50 μSv/h 以下となったことが確認された（図-1）。

施工前後における池底土の放射性物質濃度

（Bq/kg）は，堤体中央取水口前のヘドロ部（U23）で

浚渫前166,374 が浚渫後3,542 へと大きく低下し，除

農業農村工学会誌 第 82 巻第 1号
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染効果が確認された（図-2）。

2. 鐙ケ池

施工箇所は，事前の池底放射線量測定で相対的に値

の高かったヘドロ部を選択し，409.5 m2について実施

した。

浚渫前後の池底線量率（μSv/h）で見ると東笹田池

と比してかなり低く，施工前においてすでに 1.50 を

下回っていて，堤体中央取水口前で浚渫前最高値の

1.40 を示したが，浚渫後はおおむね0.4 以下となり，

除染効果が確認されている。

池底土の放射性物質濃度（Bq/kg）は堤体中央取水

口前で浚渫前 17,499 が浚渫後 4,408 へと大きく低下

している。

なお，日本原子力研究開発機構（JAEA）の協力を

得て実施した，p-Scanner（プラスチックシンチレー

ションファイバ）での浚渫前後の測定結果分布図で

は，浚渫部分（白囲み部）について線量が低下してお

り，除染の効果が平面的に現されることで視覚的に確

認でき，また，施工の実態が比較検証できることがわ

かる（図-3）。

3. 減容化の検証

ヘドロ部および砂礫部で分級処理した土壌を粒径別

の放射線濃度で見てみると 200 μmを境に大きく異な

り，200 μm以上では 5,000 Bq/kg 未満で再利用が可

能，200 μm以下では 8,000 Bq/kg 超となり，特定廃

棄物となる（図-4）。

このため，200 μm以下については凝集沈殿処理に

より脱水ケーキ化し，除染用フレンコンパックに収納

の上，現場での一時仮置きまたは，市町村の仮置き場

での保管管理となる。

東笹田池の例では，浚渫土全体で120m3，一次分級

により 200 μm 以上が 30m3，200 μm 以下が 90m3，

さらに脱水ケーキ化により 40m3まで減容化ができた

（全体量で−67％）。

V. お わ り に

今回の実証事業においては，施工後において大幅な

線量低下が図られ，本工法での有効性が確認された。

しかしながら，その後の底質土の定点モニタリング

では，放射性物質濃度が上昇傾向にあることから，流

域からの放射性汚染物質の流入などが推測されるが，

それらの要因について今後継続調査を行い，さらに放

射性物質の拡散防止対策を検討していくものである。

参 考 文 献

1） 日本原子力研究開発機構（JAEA）：ため池底の In-situ 放

射能モニタリング手法の開発， p.6 （2013）
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図-1 東笹田池浚渫前後のヘドロ部池底線量率（μSv/h）

図-2 東笹田池浚渫前後の池底土放射性物質濃度（Bq/kg）

図-3 鐙ケ池 p-Scanner による濃度分布図（JAEA）

図-4 粒径別の土壌の放射性物質濃度

62



 

1 

 

ため池放射性物質対策の本格施工に向けて 
県中農林事務所 農村整備部 農地計画課  ○荻野隆男 会田初男 

 

I. はじめに 

ため池の放射性物質対策は、住宅や公園な

ど生活空間の一部として放射性物質汚染対処

特措法に基づき環境省が除染を行う以外は、水

利用や施設管理に支障がある場合など営農再

開・農業復興の観点から、福島再生加速化交付

金により県や市町村が対策を行うことになる。 

現在、底質除去などの対策工へ向け、該当す

る市町村においては詳細調査や実施設計を進

めているところである。 

県中農林ではH25当初より積極的に放射性物

質対策に取り組んでおり、モニタリングの継続的

な実施、対策工へ進む市町村に対しては様々な

角度からの的確な支援・指導を行っている。 

また、対策工法(技術)に関しては、鋭意、実証

事業に取り組み、工法の確立や効果の検証・評

価を行っているところである。 

II. 対策工実施までの流れ 

まずは、ため池の利用・管理状況調査、水質・

底質等の基礎調査を実施し、その結果、対策が

必要と判断されたため池については、測量や放

射性物質の詳細調査を実施する。 

次に対策の目的や現場諸条件を踏まえ、対

策区分を選定し、基本設計、工法決定(実施設

計)を経て、工事費積算、契約・対策の実施、効

果の確認という流れになる。 

III. 県中農林事務所における対策への取組 

１.底質・水質モニタリング 

モニタリングはH25より実施しており、H26はため

池台帳上の全ため池を行い、H27,H28は継続分や

台帳以外のため池について実施している。 

管内では、台帳上の約2割にあたる 241箇所のた

め池で r-Cs濃度が 8,000Bq/kg を越える底質が確

認されており、郡山市他7市町村において、福島再

生加速化交付金による取組を行っている。 

2.(放射性物質対策)実証事業 

H25に団体営4地区、H26に団体営・県営各2地

区、H27は県営にてH26公募技術である“底泥分級

減容化工法”の継続検証の他、標準工法となり得

る“剥離洗浄工法”について、今後の市町村への

普及や本格施工を見据え、地元建設業者受注に

よる施工体制づくりや更なるコスト縮減を目的として

管内方部別に 3箇所で実施した。 

今回、この地元建設業者受注による“剥離洗浄

工法”の実証結果について報告する。 

なお、H28は県営モデル事業を須賀川市の3箇所

のため池で実施することで作業を進めている。 

IV. 剥離洗浄工法 

１.剥離洗浄(分級減容化除去)工法 

堆積したヘドロ部分のシルト・粘土分には高濃

度のr-Csが強く吸着していることから、底質をポン

プ吸引し、高圧水と高圧空気とともにエジェクタ

ーに入れ、汚染土壌を r-Cs 濃度の低い礫・砂分

と r-Cs濃度の高いシルト･粘土分に分級する。 

更に、細粒分は凝集沈殿処理により固液分離

し、処分土の減量化を図るものである。 

本工法は H25当時、ため池の放射性物質対策

に関して何の知見もない中からシステムを構築し、

その後いくつかの実証施工を経てブラッシュアッ

プしてきたものであり、工法的・技術的にほぼ完

成されたものとなっている。 

図－1  エジェクターによる剥離洗浄 

2.施工フロー 

ため池上に浚渫作業用の台船、堤体上には分

級処理装置、凝集槽などの機器類で編成される。 

事前調査として、浚渫前の測量、粒度等の土質

試験、原水採取等を行う。 

浚渫前後の線量測定、深さ確認を行い、浚渫、

流量の記録をとる。エジェクターを通して、分級機

により、礫・砂・細粒分に分ける。 

r-Cs 濃度が基準値内であればため池内に還元し、

基準値越えは保管となる。 

分級処理で通過した 200μmUnder は中継水槽を

経由して凝集撹拌装置へ、そして沈殿槽へ、次に、

脱水処理装置にて処理を行い、脱水ケーキは管

理記録をとって、仮置・保管となる。 
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写真－1    システム全景 

V. 効果の検証 

 ここでは鏡石町の背戸池での検証結果を示す。 

効果の指標としては、浚渫前後の線量、浚渫前

後の r-Cs濃度、出来形として掘削深がある。 

１.浚渫前後の底質線量 

2×8m をパスと称して施工単位とし管理し、背戸

池では 143パスの施工数となった。線量測定には S

＆DL サーベイメーターを使用し、平均して施工前

の 0.40μSv/hから 0.12μSv/hへと大きく低下している。 

図－2  施工前後の底質線量 

2.浚渫前後の r-Cs 濃度 

検証パスは、P54,P117,P170の 3箇所で行った。 

分級後の粒径別の r-Cs濃度は 0.2mmUpperでは高

くても 730Bq/kgであり、一方で 0.2mmUnderの脱水ケ

ーキでは 7,200、8,500、18,100Bq/kgと高濃度となってい

ることが確認できる。 

浚渫前後の底泥の r-Cs濃度の比較では P-170で

はほとんど検出限界まで除去されている。 

P-117 では濃度は低下しているものの浚渫後で

3,030Bq/kgとなっている。 

これらの要因として、P-170 では浚渫前底泥が

24,100を示し、脱水ケーキは 18,100 と低い。 

今回の設計浚渫深は 15cm としているが、結果

的に必要とされる浚渫深以上に浚渫したことによっ

て、脱水ケーキの濃度が薄まったと考えられる。 

一方で底泥の r-Cs濃度は大きく低下しており、安

全側に施工されたと言える。 

P-117 では浚渫前底泥が 8,500 で脱水ケーキも同

じく 8,500 となっている。これは、設計浚渫深以上に

r-Cs 濃度が高い層がまだ残っており、結果として浚

渫後の r-Cs 濃度が大きく下がらなかったと考えられ

るが、濃度的には全く問題ないものである。 

          図-3  r-Cs 濃度分析結果 

3.出来形としての掘削深 

 浚渫深が確保されたかどうかは底面横断を施

工前後で測定し、確認する。図-4 は、底面高さの

概形を施工前後で表したものである。 

図-4  横断測定からの概形 

VI. まとめ 

1.地元建設業者施工(受注)の評価 

1)受注者として、現場代理人が現場の総括管

理や発注者との報告協議を通じて一連の作業

工程を経験したことで、放射性物質対策工法に

関する理解を大きく深めることができたと考える。 

2)今回、受注者としての直接施工は敷鉄板等

の仮設工事や仮置土工等の限られたものであっ

たが、浚渫から脱水作業に至る工程に関しては、

社内検査等を通じて一連の処理過程に対する

理解・習得に努めるなどにより、今後の地元建設

業者による浚渫や脱水作業等、作業全般の本

格施工に向けた下地ができたものと思われる。 

3)今後は地元業者への放射性物質対策技術

の普及・指導を積極的に行っていく必要がある。 

写真－2   社内検査状況 

2.実証効果の評価 

1)実証を行った全てのため池において、r-Cs除

去率は 90%以上であり、施工後に大幅な線量低

下が図られている。 

2)工法的にほぼ完成された技術であり、放射

性物質対策の標準工法として位置付けられる。 
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浚渫技術によりため池の適切な維持管理に貢献し、 

受益者の皆様に安心して利用して頂けるよう対策を支援し、 

防災・減災、地域の農業発展に全力を注ぎます。 
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